
「今後の同和対策のあり方」関連事業 №１ 

平成１３年度 平成１４年度 
分
野 事業名 事業内容 番号 方針 事業名 事業内容 番号 

小集落地区改良事業 住環境の整備改善のための

住宅の更新、公共施設、地

区施設整備を行う。 

１ 経過措置 

（該当なし） 

 

小規模住宅地区改良

事業 

住環境の整備改善のための

住宅の更新、公共施設、地

区施設整備を行う。 

２ 特別対策の 

一般施策化 

小規模住宅地区改

良事業 

不良住宅地区の住環境整

備 

1 

住宅地区改良事業 住環境の整備改善のための

住宅の更新、公共施設、地

区施設整備を行う。 

３ 一般施策移行 住宅地区改良事業 住環境の整備改善のため

の住宅の更新、公共施設、

地区施設整備を行う。 

２ 

住宅新築資金等貸付

事業 

住宅の新築、改修、土地の

取得に対して資金の貸付を

行う。 

４ 一般施策移行

済（Ｈ９） 

住宅金融公庫 等   ３ 

住宅新築資金等貸付

助成事業 

住宅の新築、改修、土地の

取得に対して資金の貸付を

行う市町村の財政負担軽減 

５ 継続（経過措

置） 

住宅新築資金等貸

付助成 

事業 

既融資分の償還終了まで

継続 

４ 

農業近代化資金利子

補給事業 

(同和地区特定農家

住宅資金) 

農家住宅の改良、造成、取

得に要する借入資金の利子

補給 

（県単独上乗） 

６ 継続（経過措

置） 

農業近代化資金利

子補給事業 

(同和地区特定農家

住宅資金) 

既融資分の償還終了まで

継続 

５ 

道路改築事業 重要な幹線市町村道等の道

路構造令に基づいた改築事

業 

７ 一般施策移行

済 

（Ｈ９） 

道路改築事業 重要な幹線市町村道等の

道路構造令に基づいた改

築事業 

６ 

都市計画道路事業

(街路事業) 

都市計画道路の整備 ８ 一般施策移行 都市計画道路事業

(街路事業) 

都市計画道路の整備 ７ 

地方改善施設整備事

業［地区道路・下水排

水路］ 

同和地区の生活環境等の改

善を図る 

９ 一般施策移行 地方改善施設整備

事業［地区道路・下

水排水路］ 

補助基準額 3,000 千円以

上 

８ 

環境改善事業費補助

金［地区道路・下水排

水路］ 

地区の環境改善を推進す

る。 

１０ 

継続 環境改善事業費補

助金［下水排水路］ 

補助基準額 2,000 千円～

3,000 千円 

９ 

公共下水道整備事業 下水道整備の促進を図る。 １１ 一般施策移行

済（Ｈ１１） 

公共下水道整備事

業 

下水道整備の促進を図る。 １０ 

市町村総合交付金 

（農林漁業集落排水

事業推進基金造成事

業） 

地元負担分（6.75％）の軽減 

市町村が負担軽減する額の

1/2 を県が助成 

１２ 継続（経過措

置） 

市町村総合交付金 

（農林漁業集落排

水事業推進基金造

成事業） 

継続地区および計画地区

のみ継続 

１１ 

住
環
境
整
備
対
策 

地方改善施設整備事

業［墓地移転］ 

墓地の移転 １３ 一般施策移行 地方改善施設整備

事業［墓地移転］ 

補助基準額 3,000 千円以

上 

１２ 



平成１３年度 平成１４年度 
分
野 事業名 事業内容 番号 方針 事業名 事業内容 番号 

環境改善事業費補助

金［隣保館等水洗化］ 

隣保館等の水洗化 １４ 継続（経過措

置） 

環境改善事業費補

助金［隣保館等水

洗化］ 

下水道計画等の遅れによ

る事業のみを継続 

１３ 

環境改善事業費補助

金［飲料水］ 

一般施策移行 簡易水道等施設整

備事業等 

  １４ 

環境改善事業費補助

金［地区会館］ 

一般施策移行 起債（一般事業債：

集会所） 

充当率７５％ １５ 

環境改善事業費補助

金［地区広場］ 

一般施策移行 起債（一般事業債：

その他事業） 

充当率７５％ １６ 

環境改善事業費補助

金［墓地整備］ 

継続 環境改善事業費補

助金［墓地整備］ 

補助基準額 2,000 千円以

上 

１７ 

環境改善事業費補助

金［墓地造成］ 

一般施策移行 起債（公営企業債：

観光その他事業） 

充当率１００％ １８ 

環境改善事業費補助

金［有線放送］ 

一般施策移行 起債（一般事業債：

有線放送） 

充当率７５％ １９ 

環境改善事業費補助

金［祭壇］ 

環境の改善 １５ 

廃止  

 

消防施設環境改善事

業費補助金 

消防施設の整備 １６ 一般施策移行 消防防災施設等補

助金 

消防施設の整備 ２０ 

小規模零細地域営農

確立支援事業 

普及所が営農体系の確立に

向けた支援を行う。 

１７ 一般施策移行 農業改良普及活動

推進事業 

改良普及員が農業者や組

織を支援 

２１ 

小規模零細地域農業

基盤整備事業 

受益面積１０ｈａ以上のかん

がい排水、農道整備、土地

改良総合整備、ほ場整備事

業 

１８ 一般施策移行 基盤整備促進事業 受益面積５ha 以上 ２２ 

 特別対策の 

組替新規 

レベルアップ総合

支援事業 

（農業生産基盤整

備負担軽減事業） 

土地改良事業に係る対象

農家の負担金を軽減 

２３ 

小規模零細地域営農

確立促進対策事業 

農業生産基盤・農業近代化

施設の整備 

１９ 一般施策移行 経営構造対策事業

（担い手育成緊急

地域分）（ただし、

№26 により負担軽

減を行う。） 

農地面積が0.5ha未満の農

家の占める割合が概ね５割

以上を占める地域が対象 

生産・販売・加工流通施設

を整備 

２４ 

農
林
漁
業
対
策 

 特別対策の創

設 

レベルアップ総合

支援事業（地域農

業振興計画策定事

業） 

農業振興計画策定等を行

う市町村へ補助 

２５ 



平成１３年度 平成１４年度 
分
野 事業名 事業内容 番号 方針 事業名 事業内容 番号 

  レベルアップ総合

支援事業（担い手

育成緊急地域支援

対策事業、農業近

代化施設整備負担

軽減事業） 

経営構造対策事業および

一般単県事業に取組む同

和地区農家の負担を軽減 

２６ 

農林業生産基盤 一般施策移行 単県土地改良事業

（ただし、№23 により

負担軽減を行う。） 

国の補助に達しない小規

模の土地改良事業に対し

て県が助成を行い、整備の

促進を図る。 

２７ 

用地取得 廃止  

 特別対策の創

設 

レベルアップ総合

支援事業（地域農

業振興計画策定事

業） 

農業振興計画策定等を行

う市町村へ補助 

２５ 

鳥取県小規模零細地

域営農確立促進対策

事業（上記国庫補助

の補完） 

農業近代化施設の整備 

２０ 

特別対策の 

組替新規 

レベルアップ総合

支援事業（農業近

代化施設整備支援

対策事業） 

一般施策の採択要件を満

たさない事業を補完（施設

は、修繕も対応） 

２８ 

農山漁村経営改善資

金貸付事業 

長期低利資金の融資 ２２ 一般施策移行 農林公庫資金、近

代化資金等 

  ２９ 

農山漁村経営改善資

金利子補助事業 

農山漁村経営改善資金の

利子補填 

２１ 継続（経過措

置） 

レベルアップ総合

支援事業（農山漁

村経営改善資金利

子補助事業） 

既認定分のみＨ２２まで継

続 

３０ 

農林業地域改善対策

負担金軽減事業 

ほ場整備事業の受益者負担

金の補填 

２３ 継続（経過措

置） 

レベルアップ総合

支援事業（農林業

地域改善対策負担

金軽減事業） 

既採択に伴うもののみ継続 ３１ 

農林業地域改善対策

土地改良区等経常経

費負担軽減事業 

ほ場整備事業の土地改良区

等の経常経費補助 

２４ 継続（経過措

置） 

レベルアップ総合

支援事業（農林業

地域改善対策土地

改良区等経常経費

負担軽減事業） 

既採択に伴うもののみ継続 ３２ 

 

小規模零細地域水産

業促進対策事業 

漁業経営の普及啓発・漁業

生産基盤整備・漁業近代化

施設整備 

２５ 一般施策移行 沿岸漁業漁村振興

構造改善事業 

漁場の耕うん・しゅんせつ、

種苗生産施設・養殖施設・

水産物加工処理施設等の

整備など 

３３ 

 



   「今後の同和対策のあり方」関連事業 №２ 

平成１３年度 平成１４年度 
分野 

事業名 事業内容 番号 方針 事業名 事業内容 番号 

地方改善施設整備

事業 

［共同作業場］ 

共同作業場の設置 ２６ 一般施策移行 地方改善施設整

備事業 

［共同作業場］ 

補助基準額 3,000 千円

以上 

３４ 

専修学校等奨学資

金貸付事業 

専修学校等の進学

者に奨学金を貸与

する。 

２７ 継続 

【３年で見直し】 

専修学校等奨学

資金貸付事業 

専修学校等の進学者

に奨学金を貸与する。 

３５ 

小規模事業対策推

進事業費補助金 

経営指導員の配置 ２８ 一般施策移行

済（Ｈ１２） 

小規模事業指導

費補助金 

経営指導員の配置 ３６ 

小規模事業活性化

推進委託事業 

相談員による巡回

相談 

２９ 廃止  

中小企業高度化事

業［地域改善対策

事業］ 

工業団地等建設事

業に対する無利子

融資 

３０ 一般施策移行 中小企業高度化

事業 

工業団地等建設事業

に対する有利子融資 

３７ 

同和地区中小企業

特別融資 

長期低利資金の融

資 

３１ 継続 同和地区中小企

業特別融資 

長期低利資金の融資 ３８ 

同和地区中小企業

特別融資利子補助

金 

同和地区中小企業

特別融資の利子補

填 

３２ 継続（経過措

置） 

同和地区中小企

業特別融資利子

補助金 

既融資分の償還終了ま

で継続 

３９ 

市町村総合交付金

（特定新規学卒者

就職促進奨励金支

給事業） 

就職支度金を支給

する市町村に対す

る交付金 

３３ 一般施策移行

済 

（Ｈ４） 

市町村総合交付

金（特定新規学卒

者就職促進奨励

金支給事業） 

就職支度金を支給する

市町村に対する交付金 

４０ 

就労・中小 

企業対策 

企業人権啓発相談

員設置事業 

公共職業安定所等

に企業人権啓発相

談員を配置 

３４ 一般施策移行 企業人権啓発相

談員設置事業 

公共職業安定所等に

企業人権啓発相談員を

配置 

４１ 

鳥取県隣保館連絡

協議会補助金 

隣保館相互の有機

的強化、隣保事業

の充実発展を目的

に補助する。 

３５ 一般施策移行

済 

（Ｈ９） 

鳥取県隣保館連

絡協議会補助金 

隣保館相互の有機的

強化、隣保事業の充実

発展を目的に補助す

る。 

４２ 

地方改善事業費補

助金（隣保館運営

費等） 

隣保館運営費の補

助 

３６ 一般施策移行

済 

（Ｈ９） 

地方改善事業費

補助金（隣保館運

営費等） 

隣保館運営費の補助 ４３ 

隣保館運営費の補

助（上記補助の嵩

上げ） 

廃止  

社会福祉 

対策 

隣保館運営費等県

費補助金 

生活相談員の設置 

３７ 

継続 

【３年で見直し】 

隣保館運営費等

県費補助金 

 

 

生活相談員の設置 ４４ 



平成１３年度 平成１４年度 
分野 

事業名 事業内容 番号 方針 事業名 事業内容 番号 

社会福祉施設等施

設整備費及び設備

整備費国庫補助金 

隣保館の創設・増

築・改築・大規模修

繕 

３８ 一般施策移行

済 

（Ｈ９） 

増築・改造 （一般施策移

行） 

社会福祉施設等

施設整備費及び

設備整備費国庫

補助金 

隣保館の創設・増築・

改築・大規模修繕 

補助基準額（大規模修

繕）5,000 千円以上 

４５ 

環境改善事業費補

助金（隣保館） 

用地費：増築面積

の 100/60 以内 

３９ 

廃止  

   一般施策の活用 生きがい拠点整備

事業 

（隣保館の修繕） 

補助基準額 2,000 千円

～5,000 千円 

４６ 

家庭支援推進保育

事業 

保育士の加配 ４０ 一般施策移行

済（Ｈ９） 

家庭支援推進保

育事業 

保育士の加配 ４７ 

市町村総合交付金 

（家庭支援推進保

育事業） 

保育士の加配（国

制度の補完） 

４１ 一般施策移行

済（Ｈ９） 

市町村総合交付

金（家庭支援推進

保育事業） 

保育士の加配（国制度

の補完） 

４８ 

同和地区児童厚生

施設等整備事業 

児童厚生施設の設

置 

４２ 廃止  

同和地区老人憩の

家整備事業 

老人憩の家の設置 ４３ 廃止  

 一般施策の活用 生きがい拠点整備

事業（老人憩いの

家等修繕） 

補助基準額 

2,000 千円～15,000 千

円 

４９ 

 一般施策の活用 高齢者自立支援

事業 

在宅高齢者の生活支

援 

５０ 

隣保館等健康管理

運動器具整備事業 

隣保館等に健康管

理運動器具を設置 

４４ 継続 

【Ｈ１４限り】 

隣保館等健康管

理運動器具整備

事業 

隣保館等に健康管理

運動器具を設置 

５１ 

同和対策に係る県

税の特別措置（個

人事業税） 

個人事業税の減免 ４５ 廃止  

同和対策に係る県

税の特別措置（自

動車税） 

部落解放同盟所有

の自動車の課税免

除 

４６ 廃止  

 

同和対策に係る県

税の特別措置（不

動産取得税） 

不動産取得税の減

免 

４７ 継続 同和対策に係る県

税の特別措置（不

動産取得税） 

不動産取得税の減免 ５２ 

教員定数加配 

（同和教育推進教

員加配） 

小中学校への教員

加配 

４８ 一般施策移行 教員定数加配（児

童生徒支援教員

加配（仮称）） 

小中学校への教員加

配 

５３ 教育対策 

同和教育担当教員 県立高等学校への ４９ 特別対策の 同和教育担当教 県立高等学校への教 ５４ 



平成１３年度 平成１４年度 
分野 

事業名 事業内容 番号 方針 事業名 事業内容 番号 

代員（同和教育推

進教員加配） 

教員加配 

（代員） 

一般施策化 員代員（同和教育

推進教員加配等） 

員加配 

（代員） 

私立高等学校・中

学校運営費補助金 

私立高等学校・中

学校における同和

教育主任人件費、

同和教育振興費を

補助 

５０ 一般施策移行

済 

私立高等学校・中

学校運営費補助

金 

私立高等学校・中学校

における同和教育主任

人件費、同和教育振興

費を補助 

５５ 

一般施策工夫

分移行 

育英奨学事業 対象を地区外にも拡大 ５６ 進学奨励資金貸付

事業 

高等学校等又は大

学の進学者に奨学

金を貸与する。 

５１ 

継続（経過措

置） 

進学奨励資金貸

付事業 

既貸付決定者のみ ５７ 

 

たくましくはばたく力

育成事業 

親子読み聞かせ・

学力向上・保護者

学習会 

・育成委員会の設

置 

５２ 特別対策の 

一般施策化 

基礎学力定着実

践事業 

・幼児の言語能力等の

育成 

・学習指導者の設置 

・小学校での授業改善 

５８ 

※【３年で見直し】 

 ・専修学校等奨学資金貸付事業（Ｈ１４：№３５） 

 ・隣保館運営費等県費補助金（Ｈ１４：№４４） 

 この２事業については、出来るだけ早期に望ましいあり方を検討する必要があるため、５年を待たずに３年で見直すこととする。 

 ※【Ｈ１４限り】 

 ・隣保館等健康管理運動器具整備事業（Ｈ１４：№５１） 

 この事業は、既存の一般施策の「介護予防・生活支援事業」で、残事業すべてに対応することができないので、 

平成１４年度は現制度を継続して整備を促進し、平成１５年度からは、「介護予防・生活支援事業」に移行することとする。 



「今後の同和対策のあり方」関連事業 №３ 

平成１３年度 平成１４年度 
分野 

事業名 事業内容 方針 事業名 事業内容 

【県民に対する教育・啓発のための施策】 

ゆーあいふれあい祭り 同和問題講演会・隣保館活動発表 同和問題講演会は、継続 

隣保館活動発表は、「反差別・国際人

権フォーラム」の中で実施 

人権文化まつり 講演会、シンポジウム、パネル展示、人

形劇・各人権分野啓発コーナー等 

「反差別・国際人権フォーラム」として

開催 

部落解放月間 周知ポスター・チラシ作成配布 

周知テレビスポット 

継続 

人権週間 周知テレビスポット(30 秒・147 回) 継続 

同和問題啓発テレビ放映 啓発映画のテレビ放映 継続 

人権問題啓発テレビ放映 啓発番組を制作してテレビ放映 継続 

差別落書き未然防止活動 ロゴマークの募集・ステッカーの作成配

布・啓発テレビスポット 

有効な啓発方法を検討 

身元調査お断り推進運動 啓発漫画冊子の作成配布 

啓発テレビスポット 

有効な啓発方法を検討 

「人権」を考える中高生シンポジウム 中高生に人権について自由に語っても

らうシンポジウムの開催 

休止（有効な啓発方法、内容を検討） 

人権啓発事業 人権パネルの作成展示・啓発冊子の作

成・人権マンガの公募 

継続 

人権問題講師団 講師団を委嘱 

講師団に対する研修の実施 

継続 

社会同和教育アドバイザー制度 アドバイザーの委嘱・紹介 

市町村の社会同和教育の推進 

継続 

【公務員（行政・教育・警察）に対する研修】 

行政職員研修（自治研修所） 対象：役職別該当者、研修推進員 自治研修所の研修体系見直しの中で

方法等検討 

県職員人権・同和問題職場研修 部局研修・所属研修・単位制研修 継続 

教育委員会同和問題職場研修 職場研修・現地研修 継続 

学校同和教育研究協議会 

（同和教育推進教員） 

同和教育に対する理解を深め、指導力

の向上を図る 

講演・説明・分科会 

継続 

学校管理職同和教育研修会 同和教育に対する理解を深め、指導力

の向上を図る 

講演・グループ討議 

継続 

同和教育主任研究協議会 同和教育に対する理解を深め、指導力

の向上を図る講演・説明・グループ討議 

継続 

教務主任研修会 講演 継続 

初任者研修（教員新任者） 講演・グループ討議 継続 

教育・ 

啓発 

教職経験者研修（５年経過教員） 講演・グループ討議 研修の方法を検討中 



平成１３年度 平成１４年度 
分野 

事業名 事業内容 方針 事業名 事業内容 

警察職員同和問題職場研修  継続 

学習資料購入配付 啓発資料を購入配布 県職員全般に対する啓発方法を別途

検討 

【特定の職種等に対する教育・啓発】 

社会福祉法人人事担当者等人権・同

和問題研修会 

同和問題について・職場の同和問題研

修について・公正な職員採用について 

継続 

民生委員・児童委員人権問題研修会  継続 

同和保育研究会 同和保育に対する理解・認識を深め、推

進充実させる方策を研究討議 

保育士研修全般の中で方法を検討 

新任職員同和保育研修会 同和保育に対する理解を深める 保育士研修全般の中で方法を検討 

公正採用選考人権啓発推進員初任者

研修会 

公正採用選考に対する理解を深める 継続 

公正採用選考人権啓発推進員研修 公正採用選考に対する理解を深める 継続 

市町村・企業トップセミナー（公正採用

選考研修） 

対象：公正採用選考人権啓発推進員、

企業代表者・人事担当者、市町村三役 

継続 

農林水産業団体職員人権・同和問題

研修 

 継続 

青少年人権フォーラム 差別をなくする高校生・青少年の輪を広

げる（分科会・人権コンサート） 

フォーラムの成果を各学校で生かせる

方法を検討 

人権教育企画者講座 対象：市町村社会教育主事、公民館主

事、ＰＴＡ同和教育推進部員 

継続 

【関係団体等の教育・啓発活動に対する補助等】 

県民自ら行う人権学習支援事業 対象：特定非営利活動法人・市民団体

等人権啓発活動に助成 

継続 

人権啓発活動地方委託事業 市町村に人権啓発活動を委託 継続 

市町村人権啓発ネットワーク化等支援

事業 

人権啓発活動のネットワーク化に助成 廃止 

人権教育推進員事業 推進員を設置する市町村に助成 継続 

人権教育推進市町村事業 人権学習機会の提供、地域住民の参加

交流を促進する事業に助成 

継続 

部落解放鳥取県研究集会 

(全国人権・同和教育研究大会) 

同和問題解決のために行う事業に助成 継続 

鳥取県同和対策協議会補助金 同和問題解決のために行う事業に助成 継続 

部落解放同盟鳥取県連合会補助金 同和問題解決のために行う事業に助成 継続 

社団法人鳥取県人権文化センター補

助金 

運営・事業を助成 継続 

鳥取県隣保館連絡協議会補助金 隣保館職員の研修事業に助成 継続 

 

部落解放研究所調査研究事業費補助

金 

調査研究事業に助成 継続 

 


